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調査概要 

 

１．調査目的 

   本調査は、社会的な責任を果たすとともに社会とのコミュニケーションや社会的課題への取り 

組みに積極的であるような「社会と共生する企業」を選定するために、社会性の観点から重要 

な事項に関し、企業の方針、体制、具体的な取り組みおよびその改善状況等についての基礎 

情報を収集することを目的にしている。 

 なお、本調査で収集した各社情報は他の公開情報などと合わせて分析を行い、その結果は

社会的責任投資の株価指数やファンドの開発、機関投資家によるＳＲＩ運用に活用される。 

２．調査対象 

  全上場企業を調査対象とし、今回の評価企業数は３０１社 

３．調査対象時点 

2010 年 1 月末 

４．調査対象分野（調査票は http://www.public.or.jp/products/sri.html で公開している） 

   「ガバナンス／アカウンタビリティ」 

   「マーケットⅠ（消費者対応･顧客対応）、Ⅱ（調達先対応）」 

   「雇用」 

   ｢社会貢献｣ 

   「環境」 

５．調査実施機関 

   特定非営利活動法人 パブリックリソースセンター 

 

････････････････････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

集計結果報告書の読み方 

 

・ 数値は各設問とも、「全体」の部分は第８回の評価企業数、その他の項目は全て％。 

・ 設問や選択肢の文章は、スペースの関係で実際の調査票より簡略化しているものがある。 

・ （ ）内は、前回第７回調査の集計結果。 

・ 「複数回答可」の断りのない設問については、単一回答。 

・ 第８回調査で質問表の一部に変更があったため、新設または変更のあった設問については、

（ ）内に数値がない。 

・ 「環境」は、調査票を業種別にしているため、集計が共通部分と業種別部分に分かれている。 

    「製造業」には、水産農林・鉱・建設･製造・電気ガス・運輸・小売業が含まれる。 

    「サービス業」には、倉庫・情報通信・卸売・不動産・サービス業が含まれる。 

    「金融業」には、銀行・証券・保険・リース・その他金融業が含まれる。 

 



第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

ガバナンス／アカウンタビリティ

問2  事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

300社 83.3 16.7
 (82.1) (17.9)

問3  経営理念や経営方針等に姿勢が明記されているステークホルダー／複数回答可
全体 株主・投資家 従業員 消費者・顧客 調達先 地域・社会 環　境 行政・自治体
300社 97.0 98.7 99.0 66.0 96.7 94.3 64.0
 (95.2) (97.0) (99.1) (-) (93.3) (90.3) (56.4)

いずれも明記し
ていない

理念などがない

0.0 0.0
(0.6) (0.0)

問4  経営理念などに基づき経営されている企業の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

300社 75.7 11.3 7.0 1.7 1.0 2.0 0.0
 (72.7) (12.7) (7.0) (2.4) (1.5) (1.2) (0.3)

(連結会社なし)
国内の単体

1.3
(2.1)

問5  ＣＳＲに関わる問題を統括する担当部署
全体 専門担当部署

がある
専門ではないが
担当部署があり
専任者がいる

専門ではないが
担当部署があり
兼任者がいる

担当部署はな
いが、特別な委
員会等がある

担当部署はな
い

300社 63.3 5.7 24.0 4.7 2.3
 (60.9) (5.2) (23.0) (7.0) (3.9)

問6  ＣＳＲに関わる問題を統括する担当役員
全体 い　る いない
300社 81.7 18.3
 (80.0) (20.0)

問7  ＣＳＲに関する理念と方針の公開
全体 ＣＳＲに関する

理念・方針があ
り、社外に公開

ＣＳＲに関する
理念・方針があ
るが、社外に公
開していない

ＣＳＲに関する
理念・方針はな
い

300社 87.3 5.7 7.0
 (84.2) (8.5) (7.3)

問8  ＣＳＲの理念･方針・行動計画の策定にあたり考慮している点／複数回答可
全体 企業活動の影

響力のおよぶ
範囲や強さ

ステークホル
ダーが企業に
求める期待の
内容や大きさ

国内外の法令、
基準や行動規
範

他社事例などの
最新の事例情
報

ステークホル
ダーの優先順
位

目標とする効果
と必要なコスト
や人材

いずれも考慮し
ていない

279社 82.8 85.7 87.5 58.8 30.8 39.1 6.1
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問9  ＣＳＲに関する計画と「中期経営計画」との関係
全体 「中期経営計

画」の中にＣＳＲ
に関する中期計
画が整合性を
持って盛り込ま
れている

「中期経営計
画」と連動させ
ＣＳＲに関する
中期計画を立て
ている

ＣＳＲに関する
中期計画は立
てているが「中
期経営計画」と
は連動していな
い

ＣＳＲに関する
中期計画は策
定していない

「中期経営計
画」は策定して
いない

300社 50.3 16.0 7.3 21.7 4.7
 (50.6) (12.7) (7.0) (25.5) (4.2)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問10  ＣＳＲを職場に定着させるための取り組み／複数回答可
全体 全社員にＣＳＲ

に関する方針や
具体施策を配
布

全社員にＣＳＲ
活動促進のた
めの研修を定
期的に実施

全職場にＣＳＲ
担当者やグ
ループがあり計
画に基づき取り
組まれている

全社でＣＳＲの
具体的取り組み
状況を共有する
ための閲覧サイ
トがある

行っていない

300社 72.3 46.7 29.7 64.3 12.3
 (63.6) (39.1) (25.8) (56.7) (18.2)

問11  経営体制について／複数回答可
全体 委員会設置会

社であり、社外
取締役を選任

監査役会設置
会社であり、社
外取締役を選
任

女性取締役の
選任

アドバイザリー
ボードの設置

ＣＳＲに関する
委員会を取締
役会・経営会議
の下に設置

該当するものは
ない

300社 10.7 64.7 10.7 13.0 52.7 10.0
 (8.8) (-) (13.0) (15.5) (-) (-)

問11-1  社外取締役の属性／複数回答可
全体 親会社の役職

員（経験者も含
む）

重要な取引先
の役職員（経験
者も含む）

御社の役員（経
験者も含む）の
親族

左記以外の、会
社法が定める
社外取締役

社外取締役は
いない

300社 9.3 11.7 0.3 59.0 30.7
 (-) (-) (-) (-) (-)

問11-2  社外取締役を選任していない理由の開示
全体 ＣＳＲ報告書、

アニュアルレ
ポート、ホーム
ページなどで理
由を開示

開示していない

92社 40.2 59.8
 (-) (-)

問11-3  社外監査役の属性／複数回答可
全体 親会社の役職

員（経験者も含
む）

重要な取引先
の役職員（経験
者も含む）

御社の役員（経
験者も含む）の
親族

左記以外の、会
社法が定める
社外監査役

276社 8.0 22.8 0.7 89.9
 (-) (-) (-) (-)

問12  経営判断のプロセスに、ＣＳＲの観点からのチェックを行う仕組みの有無／複数回答可
全体 商品の開発や

新規プロジェク
ト実施の際

工場や店舗の
新設の際

海外進出、海外
移転の際

特に取り組まれ
ていることはな
い

300社 78.3 65.7 41.7 16.3
 (76.7) (62.1) (39.7) (18.5)

問13  ＣＳＲに対応する活動に関する内部監査／複数回答可
全体 一般的監査の

中でＣＳＲの監
査を実施

関連会社の監
査でＣＳＲにつ
いても監査

ＣＳＲを統括す
る部署・担当の
監査の実施

ＣＳＲに関する
監査を実施して
いない

300社 80.0 71.7 58.0 11.0
 (80.6) (69.4) (50.9) (11.5)

問14  倫理方針の文書化と公開
全体 文書化し、社外

に公開
文書化している
が、社外に公開
していない

文書化はしてい
ない

300社 85.3 13.0 1.7
 (78.8) (16.1) (5.2)

問15  倫理方針あるいは規定に関する研修の実施
全体 パートや派遣を

含む全社員に
研修を実施

正社員全員に
研修を実施

管理職のみに
研修を実施

特定職種のみ
研修を実施

会議・朝礼等で
の徹底

特に研修は実
施してない

倫理方針・規定
はない

300社 54.7 30.7 2.3 5.3 5.3 1.7 0.0
 (53.6) (29.1) (2.4) (6.4) (5.8) (2.7) (-)

問16  倫理方針あるいは規定の遵守状況の把握・管理方法／複数回答可
全体 通告・相談窓口

のモニタリング
一般社員対象
の意識・事例調
査

管理職対象の
意識・事例調査

外部専門家へ
の通告のモニタ
リング

内部監査部門
等による社内監
査

外部専門機関
による監査

特に把握・管理
していない

300社 96.3 70.0 62.7 52.3 75.7 13.0 0.3
 (92.1) (63.3) (57.9) (44.8) (72.1) (11.2) (1.8)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問17  倫理方針あるいは規定の遵守状況や改善状況の公表
全体 概要を社外に

公表
概要を社内に
公表

特定の社員に
概要を公表

特に公表してい
ない

300社 29.3 30.7 17.0 23.0
 (23.0) (30.6) (18.5) (27.9)

問18  ＣＳＲに関する情報開示の手段として活用しているもの／複数回答可
全体 会社案内 ＣＳＲ報告書 ホームページ 社外には公開し

ていない
300社 74.7 85.7 94.3 3.7
 (73.9) (82.4) (93.3) (3.6)

問18-1  環境報告書等の作成にあたってのＧＲＩ（持続可能性報告ガイドライン）活用状況／環境報告書等活用社
全体 準拠または参

考にして作成
準拠・参考には
していない

257社 86.4 13.6
 (86.0) (14.0)

問19  情報開示の内容／複数回答可
全体 コーポレートガ

バナンス・内部
統制情報

製品リコール・
安全性情報

調達関連情報 人材関係情報
（人権保護、男
女機会均等、障
害者雇用など）

労働安全衛生
情報（労災、メン
タルヘルス対策
など）

環境対応情報 地域・社会貢献
活動情報

300社 92.7 66.3 70.0 79.3 76.7 93.3 90.7
 (94.2) (62.4) (64.8) (-) (72.4) (90.3) (91.2)

いずれも含まれ
ない

2.0
(1.8)

問20  関連法令に違反した場合、重大な災害が起こった場合などについての情報公開のルール／複数回答可
全体 速やかに情報

公開を行うルー
ルがある

内容や原因を
詳細に公表する
ルールがある

対策・改善策と
その進捗を公
表するルール
がある

社外のメンバー
を入れた調査
委員会をつくり
原因や対策を
検討するルー
ルがある

これらのルール
はない

300社 79.0 41.3 39.7 20.0 16.0
 (-) (-) (-) (-) (-)

問21　多様なステークホルダーとのコミュニケーションの内容／複数回答可

63.0
(-)

78.7
(-)

56.3
(-)

61.3
(-)

65.3
(-)

51.0
(-)

17.3
(-)

44.0
(-)

25.3
(-)

27.0
(-)

24.0
(-)

33.7
(-)

43.0
(-)

78.3
(-)

68.3
(-)

52.3
(-)

25.0
(-)

31.0
(-)

73.0
(-)

83.3
(-)

85.3
(-)

60.3
(-)

68.0
(-)

58.3
(-)

53.0
(-)

70.3
(-)

63.3
(-)

39.7
(-)

38.3
(-)

43.3
(-)

3.7
(-)

45.7
(-)

7.7
(-)

12.3
(-)

12.3
(-)

26.7
(-)

5.0
(-)

36.7
(-)

12.7
(-)

14.3
(-)

17.3
(-)

28.7
(-)

7.7
(-)

1.7
(-)

5.7
(-)

16.0
(-)

14.7
(-)

18.7
(-)

アンケート調査の実施

全体 300社

とくに行っていない

意見やクレームの受付窓口
の設置

意見を集約し経営に反映さ
せ、その内容をフィードバッ
ク

ＣＳＲに関する取り組みの
計画・目標の策定への参画

ＣＳＲに関する取り組みの
効果の測定・評価を共同で
実施

5 地域・社会 6 環境

懇談会・意見交換会の実施

定期的な委員会、研究会、
アドバイザリーミーティング
の実施

1 株主 2 従業員 3 消費者・顧客 4 調達先
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問22  コミュニケーションやエンゲージメントの結果・成果の公表
全体 概要を社外に

公表
対象者に個別
に開示・報告

概要を社内に
公表

概要を特定の
役職や部署に
伝達

公表も個別の
開示・報告も行
わない

300社 57.0 6.7 13.7 10.0 12.7
 (46.4) (7.6) (15.5) (13.3) (17.3)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

マーケットI　（消費者対応）

問1  ＜消費者対応＞事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

147社 70.1 29.9
 (69.1) (30.9)

問2  ＜消費者対応＞情報把握の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

147社 31.3 17.7 10.2 9.5 4.1 23.8 0.0
 (27.3) (18.8) (9.7) (11.5) (4.8) (23.6) (0.0)

(連結会社なし)
国内の単体

3.4
(4.2)

問3  ＜消費者対応＞ＣＳ方針の明文化
全体 明文化し社外に

公開
明文化している
が社外に非公
開

明文化していな
い

147社 67.3 23.1 9.5
 (58.8) (30.3) (10.9)

問4  ＜消費者対応＞ＣＳを統括する担当役員
全体 い　る いない
147社 85.0 15.0
 (85.5) (14.5)

問5  ＜消費者対応＞ＣＳを統括する担当部署
全体 専任部署を設

置
兼任部署があり
専任者を設置

兼任部署があり
兼任者を設置

担当部署はな
いが特別な委
員会等を設置

統括部署なし

147社 78.9 4.8 7.5 1.4 7.5
 (73.3) (6.7) (9.1) (1.2) (9.7)

問6  ＜消費者対応＞ＣＳに関する仕組み・取り組み／複数回答可
全体 ＣＳに関する具

体的な目標・指
標を設定

ＣＳに関する実
績を評価し改善
策につなげる仕
組み

消費者満足度
調査を定期的
に実施

消費者満足度
調査を不定期
に実施

取締役会での
定期的な報告・
討議事項の一
つ

特に何もしてい
ない

147社 72.8 78.9 74.1 21.1 49.7 3.4
 (69.1) (76.4) (69.1) (25.5) (46.1) (3.6)

問7  ＜消費者対応＞製品・サービスの品質・安全性を統括する担当役員
全体 い　る いない
147社 88.4 11.6
 (89.1) (10.9)

問8  ＜消費者対応＞製品・サービスの品質・安全管理／複数回答可
全体 管理するための

方針がある
管理するための
計画・目標を設
定

独自のマネジメ
ントシステムを
運用

外部のマネジメ
ントシステムを
援用

特になし

147社 90.5 88.4 61.2 69.4 0.7
 (88.5) (86.7) (57.0) (64.8) (3.0)

問9  ＜消費者対応＞商品の消費者志向向上の仕組み／複数回答可
全体 商品開発に関

するモニター制
度

アンケート調査
等を実施

消費者団体など
と日常的に意見
交換

意見を集めるた
めのＰＲ活動を
実施

特に何もしてい
ない

147社 60.5 90.5 38.1 57.1 5.4
 (55.2) (87.9) (38.2) (60.0) (4.8)

問9-1  ＜消費者対応＞モニター制度やアンケート調査が対象としている製品・サービスに占める割合
全体 １００％ ７５％以上～

１００％未満
５０％以上～
７５％未満

２５％以上～
５０％未満

２５％未満

147社 29.3 32.7 12.9 7.5 17.7
 (27.8) (31.0) (12.0) (11.4) (17.7)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問10  ＜消費者対応＞ユニバーサルデザインへの取り組み／複数回答可
全体 設計ガイドライ

ンがある
商品改善検討
のための組織を
設置

社会的弱者の
代表・支援団体
との共同企画等
の仕組みがあ
る

先進事例を収
集し、改善にい
かしている

特に何もしてい
ない

147社 55.1 58.5 25.9 66.0 12.2
 (50.3) (53.3) (23.6) (64.2) (13.3)

問12  ＜消費者対応＞要望・意見・苦情対応に関する方針の明文化
全体 明文化し社外に

公開
明文化している
が社外に非公
開

明文化していな
い

147社 53.1 37.4 9.5
 (47.3) (42.4) (10.3)

問13  ＜消費者対応＞要望・意見・苦情対応の仕組み／複数回答可
全体 要望・苦情等を

収集する専用
窓口の設置

収集した情報を
一元化し統括す
る担当部署の
設置

収集した情報を
データベースを
構築して管理

収集した情報を
関係部門・部署
で共有

ＪＩＳやＩＳＯ規格
に準拠した苦情
対応のマネジメ
ントシステムを
構築

対応や改善の
状況を調査・評
価、監査する仕
組み

対応や改善の
状況は経営トッ
プへの定期的な
報告事項

147社 67.3 93.2 94.6 93.9 21.1 75.5 92.5
 (-) (92.7) (92.1) (92.7) (19.4) (66.1) (90.3)

収集・対応の仕
組みや手続きを
消費者へ開示

対応や改善の
状況を個別に
フィードバック

対応や改善の
状況をまとめて
公表

特に何もしてい
ない

61.9 72.1 39.5 1.4
(57.0) (63.6) (33.3) (1.8)

問14  ＜消費者対応＞個人情報保護の方針と対応／複数回答可
全体 個人情報の取

得、提供、削除
などに関する方
針や実施手順
がある

個人情報を管
理する担当責
任部署、責任者
の設置

第三者認証（プ
ライバシーマー
ク、TRUSTe、ＩＳ
ＭＳ等）の取得

個人情報管理
システムを構
築、自社内や自
社監督の上で
運用

個人情報保護
に関する社内研
修を定期的に
実施

個人情報漏洩
が発覚した際の
対応マニュアル
等を明文化し、
社内に周知

特に何もしてい
ない

147社 95.2 84.4 27.2 53.7 76.2 75.5 1.4
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問15  ＜消費者対応＞消費者対応に関する教育・研修等の実施／複数回答可
全体 担当者への定

期的な実施
担当者への不
定期での実施

販売店・代理店
に対して実施

専門的な資格
取得の奨励

特に何もしてい
ない

147社 63.9 45.6 55.1 43.5 0.0
 (58.8) (49.7) (50.3) (39.4) (1.2)

問16  ＜消費者対応＞消費者への情報提供の方針や規定／複数回答可
全体 広告 双方向コミュニ

ケーション
製品・サービス
の知識

製品・サービス
の欠陥

製品・サービス
の使用・利用に
伴う重大な事故

製品リコールに
あたらないよう
な小瑕疵

特にない

147社 75.5 61.2 73.5 78.9 71.4 47.6 3.4
 (67.3) (53.3) (71.5) (70.9) (66.7) (40.6) (5.5)

問16-1  ＜消費者対応＞製品・サービスの欠陥や事故の情報を消費者に提供する方針や仕組み／複数回答可
全体 情報開示の基

準、方針、ガイ
ドライン等があ
る

消費者や外部
などから把握す
るための情報収
集の仕組みが
ある

関係部署に情
報が迅速に共
有される仕組み
を整備

迅速に経営トッ
プに伝達する仕
組みがある

対応する担当
部署もしくは統
括役員等を設
置

行動計画、行動
マニュアル等を
策定、社内に周
知徹底

事故発生時を
想定したトレー
ニング、研修な
どを社内で定期
的に実施

147社 61.2 66.7 76.9 76.9 72.1 63.3 38.1
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

情報や対応状
況を消費者に
個別にフィード
バックする仕組
みをもっている

情報や対応状
況を開示する仕
組みをもってい
る

特に何もしてい
ない

50.3 61.2 4.8
(-) (-) (-)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問17  ＜消費者対応＞消費者に対して、消費者としての責任を伝える情報の発信方法／複数回答可
全体 インターネットに

よる定期的な情
報発信

マスメディアを
利用した定期的
な情報発信

説明会・展示会
等の定期的な
開催

消費者団体・一
般消費者との定
期的な懇談

特に何もしてい
ない

147社 77.6 46.9 51.7 38.8 17.0
 (75.8) (48.5) (50.9) (37.0) (16.4)

問18  ＜消費者対応＞製品･サービスの広告に関する自主的な基準／複数回答可
全体 業界の基準に

従って対応
自社独自の自
主基準を設置

自主基準を外
部に公開

自主基準に対
応しているか社
内で確認する仕
組みをもってい
る

自主基準の中
に人権配慮を
盛り込んでいる

自主基準につ
いて、ＮＰＯなど
の関係団体との
懇談・意見交換
の機会をもって
いる

その他

147社 59.9 62.6 6.1 47.6 24.5 5.4 5.4
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

特に何もしてい
ない

11.6
(-)

問19  ＜消費者対応＞取扱説明書に関する取り組み／複数回答可
全体 一般にわかりや

すい表現方法
の工夫

日本語以外の
言語の取扱説
明書を用意

使用・利用にと
もなうリスク情
報をわかりやす
く提供

使用・利用のた
めの量・頻度等
の情報をわかり
やすく提供

高齢者に配慮し
た取り組み

視覚障害者に
配慮した取り組
み

特に何もしてい
ない

147社 91.8 44.9 84.4 75.5 57.8 47.6 2.7
 (91.5) (46.7) (82.4) (71.5) (52.7) (41.2) (3.0)

問20  ＜消費者対応＞関連法令に関する取り組み／複数回答可
全体 法令を特定した

規程・行動マ
ニュアルをもっ
ている

特定法令を対
象とした研修の
実施

遵守状況につ
いて定期的に調
査・監査等を実
施

遵守状況につ
いて不定期に調
査・監査等を実
施

遵守状況は取
締役会での定
期的な報告・討
議事項

違反があった場
合の情報開示
の方針や手順
を策定

特に何もしてい
ない

147社 93.9 81.6 80.3 34.0 55.8 67.3 1.4
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問21  ＜消費者対応＞過去３年間の関連法令の遵守状況
全体 違反はない 違反があった 違反のおそれ

があると警告さ
れた

147社 68.0 28.6 3.4
 (69.1) (26.7) (4.2)

問22  ＜消費者対応＞過去３年間の公正取引委員会からの審決等／複数回答可
全体 受けたことがな

い
排除命令・排除
措置命令を受
け従った

正式審決を受
け従った

同意審決を受
け従った

勧告審決を受
け従った

刑事告発をされ
た

147社 86.4 11.6 1.4 0.0 0.7 0.0
 (87.9) (10.3) (0.6) (0.6) (1.2) (1.2)

問23  ＜消費者対応＞一定期間における変化を見るための基準等の設定
全体 設定している 設定していない
147社 72.8 27.2
 (67.9) (32.1)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

マーケットI 　(顧客対応）

問26  ＜顧客対応＞事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

153社 94.1 5.9
 (91.5) (8.5)

問27  ＜顧客対応＞情報把握の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

153社 48.4 11.1 12.4 7.2 6.5 13.7 0.0
 (46.7) (10.9) (7.9) (10.9) (7.9) (15.2) (0.0)

(連結会社なし)
国内の単体

0.7
(0.6)

問28  ＜顧客対応＞ＣＳ方針の明文化
全体 明文化し社外に

公開
明文化している
が社外に非公
開

明文化していな
い

153社 56.9 32.0 11.1
 (52.1) (35.8) (12.1)

問29  ＜顧客対応＞ＣＳを統括する担当役員
全体 い　る いない
153社 75.2 24.8
 (72.7) (27.3)

問30  ＜顧客対応＞ＣＳを統括する担当部署
全体 専任部署を設

置
兼任部署があり
専任者を設置

兼任部署があり
兼任者を設置

担当部署はな
いが特別な委
員会等を設置

統括部署なし

153社 50.3 4.6 24.2 3.3 17.6
 (47.9) (3.6) (25.5) (4.2) (18.8)

問31  ＜顧客対応＞ＣＳに関する仕組み・取り組み／複数回答可
全体 ＣＳに関する具

体的な目標・指
標を設定

ＣＳに関する実
績を評価し改善
策につなげる仕
組み

顧客満足度調
査を定期的に
実施

顧客満足度調
査を不定期に
実施

取締役会での
定期的な報告・
討議事項として
いる

特に何もしてい
ない

153社 69.3 65.4 50.3 35.9 21.6 5.2
 (65.5) (60.0) (49.1) (35.8) (26.7) (6.1)

問32  ＜顧客対応＞製品・サービスの品質・安全性を統括する担当役員
全体 い　る いない
153社 88.2 11.8
 (87.9) (12.1)

問33  ＜顧客対応＞製品・サービスの品質・安全管理／複数回答可
全体 管理の方針が

ある
管理するための
計画等を具体
的に設定

独自のマネジメ
ントシステムを
運用している

外部のマネジメ
ントシステムを
援用している

特に何もしてい
ない

153社 90.2 85.0 52.9 81.7 1.3
 (90.3) (84.8) (47.9) (78.8) (0.6)

問34  ＜顧客対応＞要望・意見・苦情対応に関する方針の明文化
全体 明文化し社外に

公開
明文化している
が社外に非公
開

明文化していな
い

153社 22.2 58.2 19.6
 (19.4) (58.2) (22.4)
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第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問35  ＜顧客対応＞要望・意見・苦情対応の仕組み／複数回答可
全体 要望・苦情等を

収集する専用
窓口の設置

収集した情報を
一元化し統括す
る担当部署の
設置

収集した情報を
データベースを
構築して管理

収集した情報を
関係部門・部署
で共有

ＪＩＳやＩＳＯ規格
に準拠した苦情
対応のマネジメ
ントシステムを
構築

対応や改善の
状況を調査・評
価、監査する仕
組み

対応や改善の
状況は経営トッ
プへの定期的な
報告事項

153社 45.8 79.1 81.0 90.8 11.8 68.0 84.3
 (-) (74.5) (75.8) (84.2) (9.7) (63.0) (76.4)

収集・対応の仕
組みや手続きを
顧客へ開示

対応や改善の
状況を個別に
フィードバック

対応や改善の
状況をまとめて
公表

特に何もしてい
ない

30.1 79.1 6.5 0.0
(24.8) (73.9) (6.1) (1.2)

問36  ＜顧客対応＞関連法令に関する法令や内部規程への取り組み／複数回答可
全体 関連法令を特

定した規程・行
動マニュアルを
もっている

特定法令を対
象とした研修の
実施

遵守状況につ
いて定期的に調
査・監査等を実
施

遵守状況につ
いて不定期に調
査・監査等を実
施

遵守状況は取
締役会での定
期的な報告・討
議事項

違反があった場
合の情報開示
の方針や手順
を策定

特に何もしてい
ない

153社 85.6 79.7 76.5 31.4 53.6 55.6 2.0
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問37  ＜顧客対応＞過去３年間の関連法令の遵守状況
全体 違反はない 違反があった 違反のおそれ

があると警告さ
れた

153社 73.2 24.8 2.0
 (73.9) (24.2) (1.8)

問38  ＜顧客対応＞過去３年間の公正取引委員会からの審決等／複数回答可
全体 受けたことがな

い
排除命令・排除
措置命令を受
け従った

正式審決を受
け従った

同意審決を受
け従った

勧告審決を受
け従った

刑事告発をされ
た

153社 80.4 15.7 3.9 2.6 0.7 2.6
 (81.8) (13.9) (2.4) (3.0) (1.8) (4.8)

問39  ＜顧客対応＞製品・サービスに欠陥等の事故・トラブルが発生した際の基本方針等の作成
全体 作成している 作成していない
153社 93.5 6.5
 (91.5) (8.5)

問41  ＜顧客対応＞一定期間における変化を見るための基準等の設定
全体 設定している 設定していない
153社 60.8 39.2
 (61.8) (38.2)
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マーケットII　（調達先対応）

問1  ＜調達先対応＞事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

300社 83.3 16.7
 (81.2) (18.8)

問2  ＜調達先対応＞情報把握の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

300社 30.3 14.7 16.0 10.0 7.7 20.0 0.0
 (28.5) (15.2) (13.3) (10.3) (7.9) (22.4) (0.3)

(連結会社なし)
国内の単体

1.3
(2.1)

問3  ＜調達先対応＞調達方針の明文化
全体 明文化し外部に

公開
明文化している
が、外部に非公
開

明文化していな
い

300社 58.3 34.3 7.3
 (52.1) (37.0) (10.9)

問4  ＜調達先対応＞調達活動を統括する担当役員
全体 い　る いない
300社 85.0 15.0
 (82.1) (17.9)

問5  ＜調達先対応＞調達活動を統括する担当部署
全体 専任部署を設

置
兼任部署があり
専任者を設置

兼任部署があり
兼任者を設置

担当部署はな
いが特別な委
員会等を設置

統括部署なし

300社 83.7 2.3 5.3 1.0 7.7
 (81.5) (3.0) (6.4) (0.9) (8.2)

問6  ＜調達先対応＞調達の基本方針として明文化されている項目／複数回答可
全体 公正・公平な競

争を阻害する行
為の禁止

優越的地位の
濫用の禁止

調達先の知的
財産の尊重

調達先の情報
や技術の機密
保持

不適切な利益
授受の禁止

不正行為防止
の仕組みの整
備

276社 91.3 87.3 62.7 82.2 83.0 59.8
 (89.7) (87.2) (61.4) (82.1) (82.1) (57.2)

問7  ＜調達先対応＞価格・品質・納期以外の調達先選択の基準／複数回答可
全体 全般的な公正

取引
環境配慮 労働条件・雇用

環境
ほかに含まれて
いる項目はない

300社 89.7 83.7 40.0 8.0
 (100.0) (89.7) (38.4) (9.2)

問8  ＜調達先対応＞全般的な公正取引の基準による調達先選択の仕組み・取り組み／複数回答可
全体 全般的な公正

取引の要請
自社独自の基
準の遵守

方針・体制等に
ついて書面で確
認

実際の状況を
事前に調査・評
価

調達先の報告
に基づく定期的
な実態の把握・
評価

取り組み状況を
外部へ公開

269社 96.7 42.0 33.8 40.1 45.4 23.0
 (95.9) (33.9) (27.1) (34.6) (38.7) (-)

問9  ＜調達先対応＞環境配慮の基準による調達先選択の仕組み・取り組み／複数回答可
全体 環境配慮の取り

組みの要請
自社独自の基
準の遵守を求
める

ＥＭＳ規格の認
証取得の確認

調達先独自のＥ
ＭＳ構築の確認

実際の状況を
事前に調査・評
価

調達先の報告
に基づく定期的
な実態の把握・
評価

現場視察による
定期的な実態
の把握・評価

251社 93.6 57.0 69.7 44.6 53.0 61.4 49.0
 (93.1) (51.1) (65.6) (42.7) (47.3) (56.9) (45.8)

第三者機関に
委託して、定期
的な監査の実
施

問題・課題がみ
つかった場合、
支援を対価を得
て実施

調達先の環境
配慮推進を無
料で支援

生物多様性へ
の取り組みがあ
るか確認、把握

取り組み状況を
外部へ公開

3.6 5.6 25.5 7.2 29.1
(4.2) (5.3) (22.5) (-) (-)
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問10  ＜調達先対応＞労働条件・雇用環境の基準による調達先選択の仕組み・取り組み／複数回答可
全体 現地法令遵守

の要請
ＩＬＯ中核的労働
基準の遵守確
認を要請

ＩＬＯ中核的労働
基準の遵守ま
たはグローバル
コンパクトへの
署名を書面で確
認

労働マネジメン
ト規格の認証取
得を確認

実際の状況を
事前に調査・評
価

調達先の報告
に基づく定期的
な実態の把握・
評価

現場視察による
定期的な実態
の把握・評価

120社 92.5 28.3 8.3 7.5 35.8 56.7 35.0
 (94.6) (24.1) (7.1) (6.2) (31.2) (47.3) (28.6)

第三者機関に
委託して、定期
的な監査の実
施

問題・課題がみ
つかった場合、
支援を対価を得
て実施

調達先の取り組
みを無料で支援

取り組み状況を
外部へ公開

3.3 4.2 14.2 33.3
(3.6) (3.6) (11.6) (-)

問11  ＜調達先対応＞関連法令に関する取り組み／複数回答可
全体 関連法令を特

定した規程・行
動マニュアルを
もっている

特定法令を対
象とした研修の
実施

遵守状況につ
いて定期的に調
査・監査等を実
施

遵守状況につ
いて不定期に調
査・監査等を実
施

遵守状況は取
締役会での定
期的な報告・討
議事項

違反があった場
合の情報開示
の方針や手順
を策定

特に何もしてい
ない

300社 82.7 75.7 72.0 28.7 40.0 49.0 2.7
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問12  ＜調達先対応＞過去３年間の関連法令の遵守状況
全体 違反はない 違反があった 違反のおそれ

があると警告さ
れた

300社 85.3 11.7 3.0
 (87.6) (8.8) (3.6)

問13  ＜調達先対応＞一定期間における変化を見るための基準等の設定
全体 設定している 設定していない
300社 57.0 43.0
 (53.0) (47.0)
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雇用

問1  事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

298社 81.9 18.1
 (79.7) (20.3)

問2  情報把握の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

298社 21.1 6.4 11.4 6.4 16.1 36.9 0.0
 (19.4) (9.1) (8.8) (8.5) (17.0) (35.5) (0.3)

(連結会社なし)
国内の単体

1.7
(1.5)

問3  雇用・人材に関する理念･方針の明文化
全体 策定し、社外に

公開している
策定している
が、公開はして
いない

特に策定してい
ない

298社 71.8 21.1 7.0
 (72.7) (19.7) (7.6)

問4  雇用・人材に関する理念･方針に含まれる項目
全体 公正な人事制

度
人材の育成・能
力開発

人権の尊重 労働諸法規の
遵守･労働基本
権の尊重

男女平等 個の尊重、ダイ
バーシティ（多
様性）の尊重

健康･安全

277社 81.6 89.9 81.2 71.1 74.7 77.6 69.7
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

該当するものは
ない

2.2
(-)

問5  過去３年以内の人員削減実績
全体 削減を行ったこ

とがある
削減を行ってい
ない

298社 30.5 69.5
 (24.8) (75.2)

問6  過去３年以内の人員削減に関する方針および実施の手順／複数回答可／人員削減実績のある企業のみ
全体 文書化し、社内

に公開
文書化し、社外
にも公開

経緯・雇用維持
努力の説明

対象者選定ガイ
ドライン提示

労働組合との合
意形成

個別相談・カウ
ンセリング

割増退職金

91社 56.0 28.6 84.6 47.3 76.9 80.2 76.9
 (58.5) (29.3) (80.5) (47.6) (73.2) (75.6) (79.3)

再就職支援 特になし
75.8 4.4
(73.2) (0.0)

問7-1)  雇用における人権保護・差別防止のための体制／複数回答可
全体 担当部署があり

専任担当を設
置

担当部署があり
兼任担当を設
置

人権担当役員
を設定

各事業所などに
人権担当の委
員会やチームを
組織

特に体制はない

298社 34.2 46.6 39.6 34.6 17.4
 (-) (-) (-) (-) (-)

問7-2)  雇用における人権保護・差別防止のための方針･制度／複数回答可
全体 具体的な項目を

含む「人権方
針」の設定

「人権方針」を
社外に公開

就業規則などに
規程を設定

公正な採用・処
遇などの方針を
もち、社外に公
開

特に方針・制度
はない

298社 50.3 39.3 73.5 50.3 9.4
 (-) (-) (75.5) (48.5) (-)
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問7-3)  雇用における人権保護・差別防止のための具体的取り組み／複数回答可
全体 自社独自のマ

ニュアルを作
成・配布（イント
ラネット上での
公開も含む）

社員に対し人権
保護や差別防
止について全般
的な研修・講習
（eラーニングを
含む）を実施

社員に対しパ
ワーハラスメン
トに関して研修・
講習（eラーニン
グを含む）を実
施

問題があった場
合に通報したり
相談する、組織
や場所が独立し
た「窓口」を設
置

「窓口」には人
権に関する専門
知識を持った要
員を配置（外部
専門機関も含
む）

人権に関わる
問題の発生と対
処の状況につ
いて、定期的に
経営に報告

人権保護･差別
防止について内
部監査を実施

298社 56.7 71.8 73.2 95.3 60.7 44.6 27.2
 (62.7) (80.9) (72.4) (94.5) (-) (-) (-)

特に何もしてい
ない

1.3
(-)

問8  国外に拠点がある場合、準拠している雇用・労働に関するガイドライン等／複数回答可
全体 拠点所在国の

基準
国連人権宣言 ＩＬＯ国際労働基

準
ＯＥＣＤガイドラ
イン

グローバル・コ
ンパクト

ＳＡ８０００ その他の国際
的基準

244社 82.0 21.3 23.4 9.8 30.3 2.9 6.6
 (82.9) (18.3) (20.2) (7.6) (22.8) (-) (6.5)

特にない 把握していない
9.4 3.7
(13.3) (-)

問8-1)  雇用・労働に関するガイドライン等の遵守状況の確認方法／複数回答可
全体 本社から出張し

て定期的に点
検を実施

現地の人事担
当部門（または
現地トップ）との
会議において確
認

定期的に遵守
状況の報告を
要求

内部監査で定
期的にチェック

第３者による監
査による確認

遵守の徹底を
指示している
が、確認は行っ
ていない

特に取り組んで
いることはない

219社 21.9 26.0 24.7 34.7 2.7 24.2 12.3
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問9  人権保護や差別防止に関連する項目の明文化と国外の従業員への公開／複数回答可
全体 当該国の労働

法制遵守
児童労働の禁
止

強制労働の禁
止

従業員の団結
権の保障

マイノリティの採
用

地域社会への
貢献

特に公開される
ものはない

244社 73.0 48.8 47.1 28.3 15.6 44.7 16.4
 (81.5) (49.8) (49.3) (27.8) (14.1) (45.9) (18.5)

把握していない
9.4
(-)

問10-1)  海外にある事業拠点の被雇用者に対する就業年齢の確認
全体 確認している 確認していない
244社 82.4 17.6
 (-) (-)

問10-2)  海外にある事業拠点の下請・納入業者の被雇用者に対する就業年齢の確認
全体 確認している 確認していない
244社 39.8 60.2
 (-) (-)

問11-1)  パート社員の活用
全体 恒常的に活用 臨時的に活用 活用していない
298社 65.8 19.1 15.1
 (65.5) (20.9) (13.6)

問11-2)  パート社員の活用策／複数回答可／パート社員を恒常的に活用している企業のみ
全体 フルタイム社員

との処遇の差を
設けない制度

常用フルタイム
社員への転換
制度

能力に応じて管
理的業務に付
ける制度

業務内容に応じ
常用フルタイム
社員と同等の教
育研修の実施

仕事の内容・役
割の変化や能
力の向上にとも
ない処遇を上げ
る制度

問題が生じた場
合に、パート社
員が相談できる
窓口を設置

特になし

196社 14.3 53.1 14.8 60.7 76.5 86.7 1.5
 (13.4) (48.1) (14.8) (55.1) (74.1) (73.6) (4.2)

問12-1)  派遣社員の活用
全体 恒常的に活用 臨時的に活用 活用していない
298社 84.6 14.4 1.0
 (80.0) (18.5) (1.5)
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問12-2)  派遣社員の活用策／複数回答可／派遣社員を恒常的に活用している企業のみ
全体 社員と同等の研

修の実施
社員と同等に、
セクハラ・パワ
ハラ研修の実
施

相談窓口の設
置

受け入れ職場
の管理者に対
し、派遣社員マ
ニュアル等の配
布

受け入れ職場
の管理者に対
し、遵守すべき
規定等の研修
の実施

派遣社員の就
業状況が法や
契約に違反して
いないか定期的
に確認

派遣元企業と、
定期的に就業
環境等の打合
せの実施

252社 65.5 54.4 89.7 52.8 48.0 46.8 79.4
 (61.4) (47.7) (87.5) (50.4) (47.3) (42.4) (77.3)

特になし
0.8
(0.0)

問14-1)  女性雇用に関する具体的方針
全体 方針を持ち、社

外に公開
方針を持ち、社
外には非公開

方針はない

285社 38.6 38.2 23.2
 (37.6) (41.5) (20.9)

問14-2)  障害者雇用に関する具体的方針
全体 方針を持ち、社

外に公開
方針を持ち、社
外には非公開

方針はない

296社 44.6 52.4 3.0
 (42.7) (50.0) (7.3)

問14-3)  高齢者雇用に関する具体的方針
全体 方針を持ち、社

外に公開
方針を持ち、社
外には非公開

方針はない

296社 34.1 59.1 6.8
 (32.9) (56.9) (10.5)

問14-4)  外国人雇用に関する具体的方針
全体 方針を持ち、社

外に公開
方針を持ち、社
外には非公開

方針はない

281社 24.6 34.5 40.9
 (19.6) (32.6) (47.8)

問15-1)  障害者雇用率
全体 雇用率2.0%以上 1.8%以上2.0%未

満
1.5%以上1.8%未
満

1.0%以上1.5%未
満

1.0%未満

284社 32.7 36.6 23.2 4.9 2.5
 (26.2) (43.2) (22.8) (5.1) (2.7)

問15-2)  障害者雇用について、障害者の定着・能力発揮のための活動／複数回答可
全体 在宅で勤務でき

る制度
障害の種類や
程度を勘案して
職域を開発

障害者に合わ
せて職場環境
の改善を実施

個々の障害者
に合わせた教
育研修の実施

障害の特性に
合わせた健康
管理

社内に障害者
を支えるための
チームや委員
会の設置

全社員が障害
者に対する理解
を深めるための
啓発

298社 10.7 80.5 81.2 31.2 42.6 27.9 34.9
 (9.7) (79.4) (77.0) (27.3) (38.8) (25.5) (31.2)

配属される職場
の管理者に受
け入れのため
の教育・指導

特例子会社を
設置するなどし
て、障害者を積
極的に雇用

特になし

53.4 23.5 2.7
(51.8) (-) (3.0)

問16-1)  男女平等に対する取り組み／コース別人事制度の採用
全体 採用していない 採用している
298社 50.0 50.0
 (50.6) (49.4)

問16-2)  女性の定着への取り組み／複数回答可
全体 産休・育児休業

の復帰に関する
支援制度

保育支援制度 自己選択できる
勤務制度

女性の管理職
への登用の具
体的な目標値
の設置

女性のキャリア
形成・管理職養
成のためのメン
ター制度

女性のための
相談窓口の設
置

男女差別防止
の社内規定の
設置

298社 87.6 78.2 91.9 22.5 20.8 44.6 66.1
 (84.8) (73.6) (87.6) (21.2) (18.8) (42.1) (63.3)

管理職に対し
て、女性の定
着・活用に関す
る研修の実施

特に何もしてい
ない

34.6 0.0
(31.2) (1.2)
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問17  ６５歳までの雇用延長についての制度・取り組み
全体 定年がない ６５歳定年制が

ある
６５歳まで希望
者全員を雇用
する制度

６３歳から６４歳
までの間で定年
制

６３歳から６４歳
までの間で、希
望者全員を再
雇用する制度

６３歳以上ま
で、一部の社員
を選別して雇用
する制度

６３歳以上まで
雇用する制度
はない

298社 0.3 3.7 41.6 0.0 1.3 49.7 3.4
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問18  人事評価の納得度を高める取り組み／複数回答可
全体 全員に評価結

果の詳細を通
知

全員に評価結
果を通知してい
るが、詳細につ
いては開示して
いない

必要に応じて個
別に評価結果
を通知

本人と上司が話
し合う場の提供

異議・反論等を
聞き、答える窓
口の設置

特になし

298社 66.4 21.5 12.1 94.3 48.3 0.7
 (62.7) (20.0) (11.5) (91.8) (46.4) (0.6)

問19  評価制度の中へのＣＳＲに関する評価の組み込み／複数回答可
全体 全社員の評価

にコンプライア
ンスやＣＳＲの
実践・実績を組
み入れている

ＣＳＲ活動を評
価する表彰制
度がある

管理職の昇進・
昇格基準に、Ｃ
ＳＲの実践・実
績が含まれてい
る

特になし

298社 31.9 31.2 8.4 47.3
 (32.1) (26.4) (7.9) (49.7)

問20  教育・研修に関する取り組み／複数回答可
全体 毎年教育計画

を立案
研修計画やカリ
キュラムを全社
員に公開

教育・研修の効
果を定性的・定
量的に測定

必修研修だけで
なく、キャリア形
成のための選
択性のカリキュ
ラムがある

自己啓発のた
めの支援制度
がある

特になし

298社 69.8 84.6 63.1 79.5 94.0 1.0
 (66.7) (83.9) (57.9) (75.8) (90.3) (0.9)

問21  キャリア相談に関する取り組み／複数回答可
全体 先輩等によるメ

ンター制度
社内キャリア相
談窓口設置

社外キャリア相
談機関契約

上司と希望を話
し合う制度

キャリア開発研
修の実施

特になし

298社 36.6 33.9 17.8 76.8 66.8 9.4
 (33.0) (30.9) (16.4) (73.9) (63.9) (11.2)

問22  キャリア形成・ライフスタイルの主体的選択のため選択できる制度／複数回答可
全体 社内公募制度 フリーエージェ

ント制度
海外留学制度 社内ベンチャー

制度
起業支援制度 上位役職に就

ける専門職制
度

勤務地域選択
制度

298社 75.8 25.2 55.7 18.5 13.1 32.2 32.9
 (75.2) (24.2) (53.0) (16.7) (13.3) (28.5) (31.8)

半年以上の長
期休暇制度

特になし

31.5 9.7
(29.1) (11.5)

問23  時間外労働時間削減のための取り組み／複数回答可
全体 労基法の上限

より短い３６協
定を締結

パソコンの
ON/OFFや入退
出のカード記録
を残業時間把
握に利用

部署・個人の時
間外労働時間
の目標値設定

時間外労働時
間をモニター
し、多い部署に
は改善指導

最終退社時刻
の設定と館内放
送等の施策に
よる遵守

残業の恒常的
に多い社員に
対する健康診
断等の実施

定時退社日の
週１回以上の設
定

298社 27.2 44.3 14.1 89.6 39.3 89.6 67.1
 (27.6) (-) (11.2) (89.7) (33.9) (86.7) (58.8)

フレックスタイム
制・裁量労働制

特になし

78.2 0.3
(73.6) (0.6)

問24-1)  前年度の正社員一人当たり月間残業時間数
全体 10時間未満 10～20時間未

満
20～30時間未
満

30時間以上

250社 11.6 29.2 42.0 17.2
 (9.4) (36.7) (36.0) (18.0)

16 ©パブリックリソースセンター



第８回「企業の社会性に関する調査」集計結果報告書

問24-2)  前年度の正社員の有給休暇取得率
全体 70%以上 50%以上70%未

満
30%以上50%未
満

20%以上30%未
満

20%未満

252社 25.0 36.5 25.4 6.3 7.5
 (23.0) (31.2) (28.6) (7.8) (9.3)

問25-1)  育児休業の取得が可能な期間
全体 子供が１歳到達

まで
子供が１歳超２
歳未満まで

子供が２歳以上

298社 19.8 44.3 35.9
 (21.2) (47.3) (31.5)

問26-1)  介護休業の取得が可能な期間
全体 ３ヶ月まで ３ヶ月を超え１

２ヶ月まで
１年を超える

298社 20.5 66.1 13.4
 (24.5) (60.3) (15.2)

問27  メンタルヘルス・ケア向上のための取り組み／複数回答可
全体 専門部署もしく

は委員会・チー
ムを組織

社内専門カウン
セラー設置

社外専門カウン
セラー契約

改善計画を立
案・実施し、改
善状況をモニ
ター

衛生委員会で
向上策を検討

自社独自マニュ
アル作成

自己診断ツー
ルを提供

298社 51.0 56.7 82.6 30.5 35.9 45.0 64.1
 (49.4) (54.5) (78.5) (21.8) (-) (39.4) (57.6)

職場ストレスに
関する調査

研修・講習の実
施

長期休務者の
実態を経営トッ
プへ定期的に
報告

特に何もしてい
ない

52.0 81.2 24.5 1.7
(50.6) (76.7) (-) (4.2)

問28  社内での喫煙に関する対策
全体 社内は全職場

で完全に禁煙
全職場で完全
な分煙

過半で禁煙・完
全な分煙を実施
しているが小規
模事業所では
できていない

一部の職場の
み禁煙・完全な
分煙を実施

実施していない

298社 9.7 68.5 20.5 1.0 0.3
 (8.5) (60.9) (19.7) (2.7) (8.2)

問30  過去３年間の労働基準監督署の立ち入り検査での是正勧告の有無
全体 是正勧告を受

け、是正を実施
立ち入り検査は
あった

立ち入り検査を
受けていない

265社 55.8 15.8 28.3
 (57.9) (15.2) (26.9)

問31  一定期間における変化を見るための基準等の設定
全体 設定している 設定していない
298社 45.3 54.7
 (42.1) (57.9)
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社会貢献

問1  社会貢献活動に関する基本的方針の明文化と公開
全体 文書化し、社外

にも公表
文書化している
が、社外に公表
していない

特別にはない

298社 79.5 9.1 11.4
 (78.2) (7.6) (14.2)

問2  社会貢献活動の方針を決める際の、社会的課題や社会のニーズの把握
全体 把握し、社会貢

献活動の方針
に反映

把握している
が、社会貢献活
動の方針には
反映していない

把握していない

264社 78.4 9.8 11.7
 (-) (-) (-)

問2-1  社会的課題や社会のニーズの把握方法／複数回答可
全体 社会貢献活動

の方針を決める
にあたって、独
自の調査を実
施

支援・連携先の
市民活動団体
や専門家と意見
交換や協議を
実施

支援・連携先で
はない市民活
動団体や専門
家と意見交換や
協議を実施

社員の意見を
聞く機会を持っ
ている

その他

233社 40.3 60.9 39.9 55.4 18.0
 (-) (-) (-) (-) (-)

問3  社会貢献活動の重点分野／複数回答可
全体 社会福祉 健康・医学 スポーツ 学術・研究 教育・社会教育 文化・芸術 環境

298社 52.3 35.6 47.3 56.7 81.9 62.8 91.9
 (52.7) (34.8) (45.8) (54.5) (76.4) (59.4) (91.5)

史跡・伝統文化
保全

地域社会の活
動

国際交流・協力 災害被災地支
援

防災まちづくり
支援

人権 ＮＰＯの基盤形
成

25.8 86.2 51.7 61.7 30.9 20.5 20.1
(23.9) (82.4) (47.3) (56.4) (27.3) (18.2) (16.7)

その他
15.8
(16.7)

問4  前年度に社会貢献のために支出した金額の、過去３年間の平均経常利益（相当額）に占める割合
全体 ３％以上を支出 ２％以上３％未

満を支出
１％以上２％未
満を支出

１％未満を支出 複数年度赤字
だったため算出
できない

把握していない 援助実績がな
い

298社 4.0 6.4 16.1 58.7 3.4 10.7 0.7
 (4.2) (4.5) (14.8) (55.2) (1.2) (19.1) (0.9)

問5  企業財団や公益信託、公募で行われる助成制度
全体 自社、企業グ

ループが中心と
なってつくった
企業財団や公
益信託がある

財団や公益信
託はないが、公
募で行われる市
民活動への助
成制度がある

特にない

298社 49.7 5.7 44.6
 (50.9) (-) (-)

問6  過去３年間の、市民団体等への自社商品・資材の無償提供
全体 したことがある していない
298社 78.2 21.8
 (73.0) (27.0)

問7  過去３年間の、市民団体等へのサービスの無償提供
全体 したことがある、

現在している
していない

298社 67.1 32.9
 (62.1) (37.9)

問8  過去３年間の、商品・サービス販売と連動した寄付活動の実施
全体 している していない
298社 50.7 49.3
 (45.2) (54.8)
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問9  自らが提唱・主催する社会貢献活動（コンサート、植林プログラム、福祉的活動等）の実施
全体 している していない
298社 79.5 20.5
 (74.8) (25.2)

問10  過去３年間の、市民活動団体と協働した社会貢献活動の実施
全体 あ　る な　い
298社 77.9 22.1
 (73.3) (26.7)

問11  市民活動団体との協働の進め方／複数回答可
全体 協働相手の市

民活動団体を
選定するための
基準を設けてい
る

資金・広報面で
協力している

実施段階で社
員が参画してい
る

企画の段階で
協議し事業内容
を決めている

フィードバックを
もらい次回に活
かしている

いずれにもあて
はまらない

232社 23.3 77.2 69.8 61.6 55.6 4.7
 (20.2) (69.8) (66.5) (55.4) (52.9) (5.4)

問12  職場での募金活動
全体 会員制の募金

活動の仕組み
がある

毎年社員の募
金を集めて市民
活動団体等に
寄付している

緊急支援とし
て、単発的に
行ったことがあ
る

行ったことはな
い

298社 12.4 29.9 50.3 7.4
 (11.8) (26.7) (53.3) (8.2)

問13  マッチングギフトの実施
全体 制度があり、継

続的に実施
緊急時に単発
的に実施

実施したことは
ない

298社 25.2 30.2 44.6
 (24.2) (27.0) (48.8)

問14  ボランティア休暇・休職制度
全体 ボランティア休

暇制度がある
ボランティア休
職制度がある

な　い

298社 55.4 28.5 35.9
 (56.4) (37.9) (-)

問15  社員のボランティア活動の支援方法／複数回答可
全体 ボランティア体

験の場を社員
へ提供

社員にボラン
ティア先の斡旋

ボランティア活
動や市民活動
に参加する社員
の表彰制度

社内のボラン
ティア団体や社
会貢献活動団
体の支援

情報を社内報、
専門情報紙、イ
ントラネット等で
告知

特になし

298社 45.3 30.5 29.2 23.2 66.4 23.5
 (42.7) (27.3) (27.3) (22.4) (62.4) (28.8)

問16  国内の本社以外の事業所の有無
全体 あ　る な　い
298社 99.0 1.0
 (98.5) (1.5)

問17  国内において各事業所での地域貢献への取り組み体制／複数回答可
全体 外部からの問い

合わせや要請
に応じたり、情
報を提供する部
署がある

独自に地域貢
献活動を企画
し、実施

社員から意見を
汲み取り、社会
貢献活動に活
用

地域との対話の
機会を持ってい
る

地域貢献活動
に関する地域で
の受け止められ
方を調査し、本
社に報告

事業所には地
域貢献を担当
する部署がない
が、本社で対応

特になし

295社 61.4 86.4 27.5 72.9 26.8 18.0 3.7
 (56.3) (81.2) (-) (69.8) (24.6) (21.2) (3.4)

問18  国内において地域の人材育成に関する具体的施策／複数回答可
全体 教育機関の設

立
教育機関への
援助

学校などの教育
現場に社員を
講師として派遣

インターンの受
入れ

地元従業員・出
身者への奨学
金制度

特になし

295社 12.2 53.9 74.2 79.7 10.2 7.8
 (12.0) (48.6) (71.4) (74.8) (10.5) (11.1)

問19  国内において地域との交流を促進するための取り組み／複数回答可
全体 会社施設の開

放
地域住民が参
加できる祭など
の実施

地域の文化活
動などへの助
成・協力

地域の行事へ
の助成・協力

事業所などの見
学の実施

地域情報誌の
発行

特になし

295社 73.6 72.5 71.2 91.2 84.7 12.2 3.7
 (72.3) (68.3) (68.0) (87.7) (80.9) (12.0) (5.2)
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問20  国内において地域経済との調和に関する具体的施策／複数回答可
全体 地域の都市計

画・まちづくりへ
の参加・協力

地域中小企業
への技術指導・
支援

経済団体等が
開催する研究
会への参加・協
力

経済団体等が
開催するイベン
トへの参加・協
力

地域雇用の積
極的創出

商品や資材の
地元調達

特になし

295社 60.7 29.2 66.4 89.2 53.9 40.0 5.8
 (54.8) (26.5) (61.2) (85.2) (48.3) (35.1) (7.4)

問21  地域貢献のＣＳＲ報告書などへの記載
全体 記載している 記載していない
295社 92.5 7.5
 (-) (-)

問22  海外の事業拠点
全体 国外にも生産拠

点を持っている
国外に事業拠
点を持っている
が、生産拠点・
販売拠点はな
い

国内のみ

298社 77.5 6.0 16.4
 (76.4) (5.5) (18.2)

問23  従業員数・売上高の大きい国での社会貢献活動の実施／複数回答可
全体 実施している 実施していない 把握していない
231社 81.8 3.9 14.3
 (-) (-) (-)

問24  従業員数・売上高の大きい国での社会貢献活動の方針／複数回答可
全体 本社において、

国内外のグ
ループとしての
社会貢献活動
の方針を策定

本社が定めた
基本方針を基
本とし、その国
の文化、環境、
社会的状況を
反映させ現地で
方針を設定

本社の方針とは
別に、その国の
文化、環境、社
会的状況を反
映させ現地での
方針を設定

拠点ごとに方針
を定めるという
方針

特に定めていな
い

189社 22.8 43.9 10.1 10.1 13.2
 (-) (-) (-) (-) (-)

問24-1  その国の文化、環境、社会的状況の把握／複数回答可
全体 その国の文化、

環境、社会的課
題を把握するた
めの調査を実
施

支援・連携先の
市民活動団体
等と、意見交換
や協議を実施

支援・連携先で
はない市民活
動団体や専門
家と、意見交換
や協議を実施

地域社会から
意見を聞く機会
を持っている

その他

102社 30.4 45.1 31.4 45.1 26.5
 (-) (-) (-) (-) (-)

問25  従業員数・売上高の大きい国において社会的弱者に対する支援／複数回答可
全体 貧困及び飢餓

の撲滅
乳幼児死亡率
の低減

妊産婦の健康
改善

女性の地位向
上の推進

HIV/AIDS、マラ
リアその他の疾
病の撲滅

障害者支援 その他

189社 38.1 12.2 6.9 13.8 21.2 30.7 42.3
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

特にない
25.9
(-)

問26  従業員数・売上高の大きい国において地域の教育水準向上や人材育成のための取り組み／複数回答可
全体 教育機関の設

立
教育機関への
援助

学習の機会の
提供

奨学金の支給 学校などの教育
現場に社員を
講師として派遣

インターンの受
け入れ

その他

189社 11.1 59.8 42.3 43.9 26.5 31.7 20.6
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

特にない
13.2
(-)

問27  従業員数・売上高の大きい国において地域との交流を促進するための取り組み／複数回答可
全体 会社施設の開

放
地域住民が参
加できる祭りや
イベントの実施

地域の文化・芸
術活動への助
成・協力

日本文化の紹
介や文化交流
活動

地域の行事や
イベントへの助
成・協力

その他 特にない

189社 27.0 43.4 39.7 36.0 70.4 13.8 12.2
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
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問28  従業員数・売上高の大きい国において地域の持続可能な開発を可能にするための取り組み／複数回答可
全体 環境の保全 地域の都市計

画・まちづくりへ
の参加・協力

地域の企業に
対する技術指
導・支援

大学や研究機
関などと連携し
た技術開発や
技能開発

地域雇用の積
極的創出

商品や資材の
地元調達

その他

189社 74.6 22.2 18.0 33.3 53.4 35.4 10.6
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

特にない
7.9
(-)

問29  海外拠点における地域との共生、地域貢献活動に関する情報の公開
全体 記載している 記載していない
189社 87.3 12.7
 (-) (-)

問30  一定期間における変化・改善をみるための情報収集や評価／複数回答可
全体 外部の第三者

に評価を依頼
外部の第三者と
協議の場をもつ

内部評価の実
施

社員や株主か
ら意見を聞く機
会を設置

情報の収集を
実施

行っていない

298社 23.2 27.2 52.7 25.5 80.9 12.8
 (20.6) (20.9) (44.5) (-) (76.7) (15.8)

問31  一定期間における変化・改善をみるための評価指標の設定
全体 している していない
298社 37.6 62.4
 (30.9) (69.1)

問32  社会貢献活動に関する次年度の目標設定／複数回答可
全体 第三者からの

評価やコメント
を取り入れて設
定

評価の結果か
ら得られた改善
策を活かして設
定

社会貢献の理
念や方針に照ら
し合わせて設定

外部の社会貢
献に関する動向
を踏まえて設定

あてはまらない

298社 29.5 44.0 69.5 48.0 23.8
 (24.2) (39.7) (59.4) (37.3) (32.1)

問33  社会や地域の抱える様々な課題に応える事業のビジネス展開
全体 環境問題、少子

化、若年層の失
業等に応えるビ
ジネスを行って
いる

特になし

298社 77.2 22.8
 (74.2) (25.8)
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環境(共通)

問1  事業拠点
全体 国外にも事業拠

点がある
事業拠点は国
内のみ

301社 83.4 16.6
 (81.5) (18.5)

問2  情報把握の範囲
全体 (連結会社あり)

海外を含むグ
ループ全社

(連結会社あり)
国内のグループ
全社

(連結会社あり)
海外を含むグ
ループの主要な
会社

(連結会社あり)
国内のグループ
の主要な会社

(連結会社あり)
海外を含む単
体

(連結会社あり)
国内の単体

(連結会社なし)
海外を含む単
体

301社 30.2 16.3 17.3 18.9 1.7 14.0 0.0
 (27.3) (17.6) (15.8) (20.6) (1.2) (15.2) (0.3)

(連結会社なし)
国内の単体

1.7
(2.1)

問3  環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の構築／複数回答可
全体 ＩＳＯ14001を認

証取得している
ＩＳＯ14001認証
取得を準備中

エコアクション
21・ＫＥＳ・エコ
ステージ・その
他地域版環境
認証いずれか
認証取得

エコアクション
21・ＫＥＳ・エコ
ステージ・その
他地域版環境
認証の取得を
準備中

自社独自のＥＭ
Ｓを構築してい
る

自社独自のＥＭ
Ｓ構築を準備中

ＥＭＳを構築し
ていない

301社 90.7 3.0 15.0 1.0 26.9 3.0 4.0
 (88.2) (3.3) (13.3) (1.5) (22.7) (3.3) (5.8)

問3-2  認証取得しているＥＭＳ／ＩＳＯ14001以外／複数回答可
全体 エコアクション

21
ＫＥＳ エコステージ その他

45社 62.2 15.6 13.3 35.6
 (61.4) (15.9) (11.4) (36.4)

問4  環境方針の文書化と公開
全体 文書化し、公開

している
公開している文
書はない

301社 96.0 4.0
 (91.5) (-)

問4-1  環境方針に盛り込まれている内容／複数回答可
全体 持続可能な社

会構築のため、
自社の環境経
営を推進

気候変動・地球
温暖化の防止
のため、可能な
対策をとる

生物多様性の
保全を、全社が
取り組むべき課
題とする

事業活動全般
にわたり、環境
保全を優先

製品や事業
ツールの（開発
からリサイクル・
廃棄までの）ラ
イフサイクル全
般で、環境負荷
の低減を目指
す

資源の有効活
用と廃棄物の削
減に努める

有害物質・環境
汚染物質の使
用と排出を避け
る

289社 87.2 79.6 39.8 78.2 78.2 92.7 71.3
 (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

研修や環境保
全活動への参
画を通じ、従業
員が環境意識
の向上を図る

環境情報を積
極的に開示し、
ステークホル
ダーとの対話と
連携を深める

海外の事業活
動においても、
国内と同等に自
社の環境管理
基準を守る

とくに明記して
いない

78.2 66.1 35.3 0.7
(-) (-) (-) (-)

問5-1)  環境目標の設定、およびそれに沿った環境計画の作成（国外拠点あり）
全体 国内外の事業

範囲すべてにお
いて、統一した
環境目標と計画
を作成

国内外の事業
範囲の主要な
部分で、統一し
た環境目標と計
画を作成

国内では統一し
た環境目標と計
画を作成、海外
では統一されて
いない

国内では統一し
た環境目標と計
画を作成、海外
では作成してい
ない

国内の事業範
囲の主要な部
分で、統一した
環境目標と計画
を作成、海外で
は作成していな
い

国内外で作成し
ていない

301社 23.9 12.6 23.9 8.6 9.0 5.6
 (-) (-) (-) (-) (-) (-)
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問5-2)  環境目標の設定、およびそれに沿った環境計画の作成(国内拠点のみ）
全体 国内の事業範

囲すべてにおい
て、統一した環
境目標と計画を
作成

国内の事業範
囲の主要な部
分で、統一した
環境目標と計画
を作成

国内で作成して
いない

301社 7.0 6.3 3.0
 (-) (-) (-)

問5-1  環境目標、環境計画の策定への地域住民、環境ＮＰＯの関与
全体 関与がある ない
275社 20.0 80.0
 (-) (-)

問6  環境問題に取り組むための担当部署
全体 専門担当部署

を設置
担当部署を設
置

な　し

301社 83.4 14.3 2.3
 (79.7) (16.1) (4.2)

問7  環境に関する従業員の教育･研修／複数回答可
全体 全従業員を対

象とした一般環
境教育を定期
的に実施

階層別環境教
育を定期的に
実施

専門教育を定
期的に実施

内部環境監査
員養成講座、
フォローアップ
研修の定期的
な実施

定期的には行っ
ていない

301社 70.1 80.4 70.8 66.8 7.3
 (-) (-) (-) (-) (-)

問8  環境監査の実施状況
全体 定期的に実施 定期的には実

施していない
301社 92.4 7.6
 (89.4) (10.6)

問8-1  環境監査の結果の公表
全体 必ず公表 機会があれば

公表
公表していない

278社 37.8 20.5 41.7
 (-) (-) (-)

問9  環境保全に関わる費用と効果の定量的把握
全体 環境省環境会

計ガイドライン
に準拠した環境
会計を導入

自社独自か業
界の定める方
法で環境会計を
導入

貨幣換算では
なく、環境保全
効果を物量把
握している

特に把握してい
ない

301社 67.4 8.3 12.0 12.3
 (66.1) (7.9) (11.8) (14.2)

問10  環境報告書の発行
全体 発行している 発行していない
301社 87.7 12.3
 (84.8) (15.2)

問10-1  環境報告書作成時の第三者の関与／複数回答可／環境報告書発行企業
全体 作成過程で第

三者の意見を
取り入れている

外部公表前に
第三者レビュー
を受け、内容を
公開

特に第三者の
関与はない

264社 59.5 54.9 25.4
 (56.4) (54.3) (24.3)

問11  環境報告書以外の環境情報の公表／複数回答可
全体 自社独自の環

境ニュースを発
行

自社独自の環
境ニュースを発
行ウェブや携帯
サイト上で更新

自社独自の環
境学習プログラ
ムなどを、ウェ
ブや携帯サイト
上で提供

マスコミを通じ
てプレスリリー
ス、広告、記事
を発表

「環境報告書を
読む会」を開催

社内外から参
加できる環境セ
ミナー等を開催

会社案内、ア
ニュアルレポー
ト等で概要を公
表

301社 36.9 41.9 17.9 70.8 20.6 34.9 85.4
 (38.2) (-) (-) (69.4) (20.6) (32.1) (82.1)

公表していない
8.3
(9.4)
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問22（製造）,問20（サービス、金融）  事業活動に伴う廃棄物量の把握　
全体 把握し公開して

いる
把握しているが
公開していない

把握していない

301社 80.7 13.6 5.6
 (78.5) (12.1) (9.4)

問23-1)-2（製造）,問21-1（サービス、金融）  廃棄物総発生量（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

269社 63.6 32.0 4.5
 (54.0) (41.2) (4.8)

問23-2)-2（製造）,問21-2（サービス、金融）  最終処分される廃棄物の量（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

271社 70.5 20.7 8.9
 (74.2) (16.8) (8.9)

問23-3（製造）,問21-3（サービス、金融）  再使用・再生利用される廃棄物量の比率　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

269社 74.0 16.7 9.3
 (78.6) (11.7) (9.7)

問26（製造）,問24（サービス、金融）  廃棄物分別ルールにしたがったリサイクルの取り組み／複数回答可
全体 自社内で回収し

た資源ごみが
適正にリサイク
ルされるよう確
認

回収した資源ご
みをリサイクル
した再生品の社
内利用の推進

従業員のユニ
フォームなどを
回収、リサイク
ルまたは寄附

店舗、食堂など
から出る生ごみ
のコンポスト化

特に行っていな
い

301社 87.0 53.8 32.9 32.2 7.6
 (-) (-) (-) (-) (-)

環境(製造業)

問12  環境ラベルによる製品・サービスの環境情報の開示／複数回答可
全体 第三者審査を

受けた環境ラベ
ルで開示（タイ
プⅠ）

企業独自の環
境ラベルで開示
（タイプⅡ）

全過程における
環境負荷を定
量的に開示（タ
イプⅢ）

該当する製品を
扱っていない

環境ラベルの取
り組みは行って
いない

230社 30.4 35.7 12.2 18.7 31.7
 (29.0) (33.1) (12.7) (20.0) (33.1)

問13-1)  地域の工場、事業所等の有無
全体 あ　る な　い
230社 99.6 0.4
 (99.2) (0.8)

問13-2)  環境への取り組みに関する意見交換会等の開催
全体 定期的に開催し

ている
必要に応じて開
催している

特に行っていな
い

229社 42.4 38.9 18.8
 (40.7) (38.7) (20.6)

問14  環境ＮＰＯや環境専門機関との継続的な連携活動／複数回答可
全体 自社の全社的

なＣＳＲ・環境保
全活動の一環と
して実施

自社の研究開
発上の協働の
一環として実施

地域の事業所
単位で、専門家
と協働し環境整
備のための野
外活動を実施

地域の事業所
単位で、専門家
と協働して工場
見学会や出前
授業などを実施

特に行っていな
い

229社 54.6 20.1 38.0 33.2 30.6
 (-) (-) (-) (-) (-)

問15  事業活動に伴うエネルギー消費量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握しているが
公開していない

把握していない

230社 90.4 7.4 2.2
 (90.2) (6.1) (3.7)

問16-1)-1  電力の消費状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

218社 49.5 36.7 13.8
 (59.7) (26.1) (14.2)
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問16-1)-2  電力の消費状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

216社 54.2 41.7 4.2
 (36.0) (58.2) (5.8)

問16-2)-1  燃料油の消費状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

216社 64.4 19.0 16.7
 (70.9) (11.2) (17.9)

問16-2)-2  燃料油の消費状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

217社 73.3 18.0 8.8
 (63.4) (27.2) (9.4)

問16-3)-1  ＬＰガスの消費状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

153社 52.3 24.8 22.9
 (57.3) (17.0) (25.7)

問16-3)-2  ＬＰガスの消費状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

154社 62.3 22.7 14.9
 (50.6) (34.3) (15.1)

問16-4)-1  都市ガスの消費状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

184社 45.7 32.6 21.7
 (48.7) (31.6) (19.8)

問16-4)-2  都市ガスの消費状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

184社 48.4 39.7 12.0
 (37.6) (52.4) (10.1)

問17  再生可能エネルギーの利用
全体 利用している 利用していない
230社 68.3 31.7
 (65.3) (34.7)

問17-1  利用している再生可能エネルギー／複数回答可
全体 太陽光 風力 バイオマス 水力 その他
157社 85.4 42.7 37.6 19.1 22.3
 (83.8) (45.0) (36.9) (15.6) (20.0)

問17-3  再生可能エネルギーの利用割合を向上させる具体的な計画・目標の有無
全体 計画・目標をも

ち、社内で共有
している

社内で共有する
導入計画はもっ
ていない

230社 33.9 66.1
 (-) (-)

問18  事業活動に伴う用水使用量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握しているが
公開していない

把握していない

230社 86.5 7.8 5.7
 (84.5) (8.2) (7.3)

問19-1)-1  用水使用量の改善（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

207社 55.1 26.6 18.4
 (61.9) (19.3) (18.8)

問19-1)-2  用水使用量の改善（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

207社 64.3 31.9 3.9
 (48.8) (44.7) (6.5)
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問19-2)  水の循環利用量
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない 行っていない

206社 45.1 14.1 29.6 11.2
 (43.1) (15.3) (32.4) (9.3)

問20  事業活動に伴う大気および水域・土壌への排出物質量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握しているが
公開しない

把握していない

230社 88.7 6.5 4.8
 (88.6) (4.9) (6.5)

問21-1)-1  ＣＯ2の排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

212社 59.9 29.7 10.4
 (69.4) (19.4) (11.1)

問21-1)-2  ＣＯ2の排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

212社 65.6 31.6 2.8
 (50.0) (47.7) (2.3)

問21-2)-1  ＣＯ2を除く主な温室効果ガス排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 一部で改善され

た
改善がみられな
かった

把握していない

134社 44.0 15.7 11.9 28.4
 (53.4) (-) (16.8) (29.8)

問21-2)-2  ＣＯ2を除く主な温室効果ガス排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 一部で改善され

た
改善がみられな
かった

把握していない

134社 46.3 16.4 17.9 19.4
 (45.7) (-) (28.7) (25.6)

問21-3)-1  ＮＯxの排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

198社 57.6 17.7 24.7
 (58.2) (13.1) (28.6)

問21-3)-2  ＮＯxの排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

199社 63.3 20.6 16.1
 (50.9) (29.9) (19.2)

問21-4)-1  ＳＯxの排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

200社 56.5 15.5 28.0
 (53.8) (15.2) (31.0)

問21-4)-2  ＳＯxの排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

201社 63.2 15.9 20.9
 (50.5) (26.7) (22.9)

問21-5)-1  排水量の排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

202社 44.1 27.7 28.2
 (52.8) (17.3) (29.9)

問21-5)-2  排水量の排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

202社 52.0 30.2 17.8
 (42.9) (40.0) (17.1)

問21-6)-1  ＰＲＴＲ法対象物質の排出状況（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 一部で改善され

た
改善がみられな
かった

把握していない

184社 41.8 32.1 4.9 21.2
 (61.5) (-) (13.4) (25.1)
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問21-6)-2  ＰＲＴＲ法対象物質の排出状況（総量）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 一部で改善され

た
改善がみられな
かった

把握していない

185社 47.0 36.8 8.6 7.6
 (62.8) (-) (28.7) (8.5)

問23-1)-1  廃棄物総発生量（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

214社 54.2 27.6 18.2
 (59.5) (22.0) (18.5)

問23-2)-1  最終処分される廃棄物の量（原単位）　2005年度と2008年度比較
全体 改善された 改善がみられな

かった
把握していない

213社 63.4 17.4 19.2
 (69.6) (8.8) (21.6)

問24  グリーン購入への取り組み状況
全体 ＧＰＮガイドライ

ンに則し実施
グリーン購入法
に基づく「基本
方針」に沿って
実施

独自の指針に
沿って実施

まだ取り組んで
いない

230社 37.0 12.2 44.8 6.1
 (36.7) (10.2) (46.9) (6.1)

問25  グリーン調達への取り組み状況／複数回答可
全体 ガイドラインを

作成し、実施
取引先に対して
説明会等を実
施

まだ取り組んで
いない

230社 77.0 43.0 16.5
 (75.1) (38.8) (17.6)

問27  製品・サービスの設計・開発段階における環境配慮への取り組み／複数回答可
全体 社内の基準や

ガイドラインが
ある

設計・開発を
行っている

製品アセスメン
トを行っている

特に行っていな
い

230社 64.8 82.2 51.7 3.9
 (64.5) (75.5) (48.6) (6.1)

問28  持続可能な社会づくりの一環となる商品･サービスの提供／複数回答可
全体 カーボンオフ

セット付き商品・
サービスを提供

カーボンオフ
セット付き商品・
サービスの提供
を計画中

カーボンフットプ
リント商品を販
売、または試験
販売

カーボンフットプ
リント商品の提
供を計画中

ウォーターフット
プリント商品の
提供を計画中

とくに扱ってい
ない

230社 17.0 7.4 5.7 17.4 0.0 61.7
 (-) (-) (-) (-) (-) (-)

問30  生物多様性への影響の把握状況／複数回答可
全体 影響を把握する

前提として、生
態系保全への
行動指針等を
策定

影響を総合的
に把握するため
に、独自のモニ
タリング・計測シ
ステムを構築

影響を部分的・
局地的に把握
するために、独
自のモニタリン
グ・計測システ
ムをもつ

影響があると想
定されるもの
の、把握する手
段は準備中

影響があると想
定されるもの
の、把握する手
段はもっていな
い

影響（リスク）を
回避または最
小化している

事業に関連する
原材料調達に
遡って、生物多
様性への影響
把握に努めてい
る

230社 33.5 8.7 21.3 25.2 16.1 26.5 20.0
 (23.3) (7.8) (18.8) (17.6) (22.0) (-) (-)

わからない
22.6
(29.4)

問30-1  把握した生物多様性への影響の公開
全体 内容のいずれ

かを公開
公開していない

138社 63.0 37.0
 (70.6) (29.4)

環境(サービス業)

問12-1)  地域の営業所、事務センター等の有無
全体 あ　る な　い
43社 90.7 9.3
 (88.0) (12.0)
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問12-2)  地域社会との環境関連の交流、コミュニケーション／複数回答可
全体 意見交換会等

を定期的に開
催

必要に応じて意
見交換会等を
開催

地域の環境保
護を目的とする
団体へ加入

地域の環境保
護団体への寄
付を実施

従業員が地域
の環境美化・清
掃活動に参加

地域住民・従業
員の家族も対
象とする環境イ
ベントの開催

地域の子供向
けの環境教室・
見学会を開催

39社 17.9 35.9 41.0 48.7 82.1 51.3 41.0
 (15.9) (34.1) (31.8) (34.1) (81.8) (40.9) (31.8)

環境問題に取り
組む地域団体
や市民対象の
表彰制度の実
施

特に行っていな
い

7.7 15.4
(6.8) (13.6)

問14  事業活動に伴うエネルギー消費量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

43社 53.5 34.9 11.6
 (-) (-) (-)

問15  再生可能エネルギーの利用
全体 利用している 利用していない

が、今後利用す
る計画がある

利用計画はな
い

43社 30.2 32.6 37.2
 (-) (-) (-)

問16  事業活動に伴う用水使用量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

43社 39.5 32.6 27.9
 (-) (-) (-)

問17  インプット面での日常的な環境配慮の実践／複数回答可
全体 空調を必要な区

域・時間に限定
して管理

電気・ガス料金
の節約目標を
設定

節水 会議資料の
データ配信への
切り替え

プリント量の節
約目標を設定

業務用車両の
燃料節約

特に行っていな
い

43社 81.4 60.5 11.6 60.5 62.8 74.4 2.3
 (72.0) (54.0) (-) (-) (60.0) (68.0) (2.0)

問18  事業活動に伴う大気および水域・土壌への排出物質量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

43社 32.6 20.9 46.5
 (-) (-) (-)

問19  アウトプット面での日常的な環境配慮の実践／複数回答可
全体 使い捨て製品

の使用・購入の
抑制

詰め替え可能
製品の利用等、
長期使用の推
進

生ゴミの減量 アイドリングス
トップ等のエコド
ライブを実践

業務用車両へ
の電気自動車
の導入計画をも
つ

塩素系薬剤・殺
虫剤等の使用
削減

従業員が社外
へ外出する際
の公共交通の
利用

43社 62.8 74.4 41.9 79.1 14.0 23.3 39.5
 (50.0) (60.0) (36.0) (66.0) (-) (18.0) (-)

特に行っていな
い

7.0
(16.0)

問22  グリーン購入への取り組み状況
全体 ＧＰＮガイドライ

ンに則し実施
グリーン購入法
に基づく「基本
方針」に沿って
実施

独自の指針に
沿って実施

まだ取り組んで
いない

わからない

43社 25.6 9.3 46.5 16.3 2.3
 (34.0) (8.0) (34.0) (20.0) (4.0)

問23  グリーン調達への取り組み状況／複数回答可
全体 ガイドラインを

作成し、実施
取引先に対して
説明会等を実
施

まだ取り組んで
いない

わからない

43社 58.1 16.3 32.6 9.3
 (50.0) (14.0) (40.0) (10.0)
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問25  製品・サービスの設計・開発段階における環境配慮への取り組み／複数回答可
全体 社内の基準や

ガイドラインが
ある

設計・開発を
行っている

特に行っていな
い

43社 46.5 65.1 20.9
 (48.0) (56.0) (30.0)

問26  持続可能な社会づくりの一環となる商品･サービスの提供／複数回答可
全体 カーボンオフ

セット付き商品・
サービスを提供

カーボンオフ
セット付き商品・
サービスの提供
を計画中

とくに扱ってい
ない

43社 23.3 11.6 65.1
 (-) (-) (-)

問27  環境ビジネスへの取り組み
全体 既に提供を行っ

ている
提供を始める予
定である

研究・開発段階 現状では何もし
ていない

よく分からない

43社 72.1 4.7 2.3 9.3 11.6
 (70.0) (2.0) (2.0) (12.0) (14.0)

環境(金融業)

問12-1)  地域の営業所、事務センター等の有無
全体 あ　る な　い
28社 100.0 0.0
 (97.1) (2.9)

問12-2)  地域社会との環境関連の交流、コミュニケーション／複数回答可
全体 意見交換会等

を定期的に開
催

必要に応じて意
見交換会等を
開催

地域の環境保
護を目的とする
団体へ加入

地域の環境保
護団体への寄
付を実施

従業員が地域
の環境美化・清
掃活動に参加

地域住民・従業
員の家族も対
象とする環境イ
ベントの開催

地域の子供向
けの環境教室・
見学会を開催

28社 25.0 46.4 46.4 64.3 89.3 57.1 39.3
 (20.6) (44.1) (50.0) (58.8) (88.2) (52.9) (35.3)

環境問題に取り
組む地域団体
や市民対象の
表彰制度の実
施

特に行っていな
い

21.4 7.1
(17.6) (8.8)

問14  事業活動に伴うエネルギー消費量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

28社 60.7 35.7 3.6
 (-) (-) (-)

問15  再生可能エネルギーの利用
全体 利用している 利用していない

が、今後利用す
る計画がある

利用計画はな
い

28社 53.6 3.6 42.9
 (-) (-) (-)

問16  事業活動に伴う用水使用量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

28社 39.3 28.6 32.1
 (-) (-) (-)

問17  インプット面での日常的な環境配慮の実践／複数回答可
全体 空調を必要な区

域・時間に限定
して管理

電気・ガス料金
の節約目標を
設定

節水 会議資料の
データ配信への
切り替え

プリント量の節
約目標を設定

業務用車両の
燃料節約

特に行っていな
い

28社 100.0 64.3 14.3 42.9 85.7 85.7 0.0
 (85.7) (77.1) (-) (-) (82.9) (80.0) (0.0)
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問18  事業活動に伴う大気および水域・土壌への排出物質量の把握
全体 把握し公開して

いる
把握している
が、公開してい
ない

把握していない

28社 39.3 14.3 46.4
 (-) (-) (-)

問19  アウトプット面での日常的な環境配慮の実践／複数回答可
全体 使い捨て製品

の使用・購入の
抑制

詰め替え可能
製品の利用等、
長期使用の推
進

生ゴミの減量 アイドリングス
トップ等のエコド
ライブを実践

業務用車両へ
の電気自動車
の導入計画をも
つ

塩素系薬剤・殺
虫剤等の使用
削減

従業員が社外
へ外出する際
の公共交通の
利用

28社 53.6 75.0 39.3 71.4 28.6 17.9 46.4
 (48.6) (77.1) (34.3) (62.9) (-) (11.4) (-)

特に行っていな
い

10.7
(8.6)

問22  グリーン購入への取り組み状況
全体 ＧＰＮガイドライ

ンに則し実施
グリーン購入法
に基づく「基本
方針」に沿って
実施

独自の指針に
沿って実施

まだ取り組んで
いない

わからない

28社 25.0 7.1 57.1 7.1 3.6
 (17.1) (5.7) (54.3) (17.1) (5.7)

問23  グリーン調達への取り組み状況／複数回答可
全体 ガイドラインを

作成し、実施
取引先に対して
説明会等を実
施

まだ取り組んで
いない

わからない

28社 28.6 14.3 42.9 17.9
 (31.4) (8.6) (51.4) (11.4)

問25  金融商品・サービスの設計・開発段階における環境配慮への取り組み／複数回答可
全体 社内の基準や

ガイドラインが
ある

設計・開発を
行っている

特に行っていな
い

28社 35.7 89.3 0.0
 (25.7) (80.0) (11.4)

問26  投融資、保険、リースなどの業務における環境配慮／複数回答可
全体 環境対策に積

極的な企業へ
の融資枠や金
利優遇制度、保
険料やリース料
の割引を実施

省エネ設備、省
エネ住宅への
融資枠や金利
優遇制度、保険
料やリース料の
割引を実施

生物多様性の
保全に配慮する
金融商品・サー
ビスの提供

投融資決定プロ
セスにおいて、
営業部門から
独立した審査部
門が、持続可能
性を備えた案件
であるかチェッ
ク

投融資決定プロ
セスにおいて、
主要な対象業
種別に独自の
ガイドラインをも
つ

大型プロジェク
トの融資(プロ
ジェクトファイナ
ンス)の判断に
あたって、「赤道
原則」を採用

再生可能エネ
ルギー、環境浄
化等へのプロ
ジェクトファイナ
ンスの実施

28社 46.4 64.3 42.9 39.3 35.7 14.3 35.7
 (-) (68.6) (-) (-) (-) (-) (51.4)

各種ＥＳＧ投資
商品の販売

各種ＥＳＧ投資
商品についての
販売目標額の
設定

通帳、証券、パ
ンフレット等にエ
コマーク取得品
等環境配慮型
製品を導入

リース終了物件
について、再
リース・販売等
適正処理を実
施

リース終了物件
のリサイクル率
向上に努める

車両リースにお
けるリトレッドタ
イヤの導入

温室効果ガス
の排出権取引
や関連商品・
サービスの取り
扱い

75.0 14.3 57.1 50.0 46.4 0.0 82.1
(68.6) (-) (68.6) (45.7) (37.1) (-) (57.1)

環境リスク保険
の取り扱い

特に行っていな
い

10.7 0.0
(22.9) (5.7)
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